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経営方針

2005年３月期中間期のセグメント別概況

2000年３月から運用を開始し、当初出
資金1,505億円を投じて現在運用中の旗艦
ファンドであるソフトバンク・インター
ネットテクノロジー・ファンド（以下、
「ITファンド」）は、本格的な収穫期に入
ってまいりました。2004年９月末時点に
おけるITファンドの簿価純資産と時価を
有する株式の含み益の合計額は、1,298億
円となっております。当中間期において
は、時価を有する株式の含み益が急速に
拡大する一方で、その株式売却により約
264億円の株式売却益を計上しておりま
す。また、投資先の新規公開及びM&Aも
順調に推移し、2004年10月26日現在で新
規公開及びM&Aの実績は16社、その他３
社については上場承認を得ており、2004

年１月から2004年12月までの期間におけ
る目標社数である20社がほぼ達成可能な
状況となっております。
当中間期におきましても、引き続きバ

イオ関連企業や公開可能性が高いレイタ
ーステージのIT企業を中心に95億円の投
資を実行いたしました。企業再生分野に
おいては、2004年８月にメザニン投資及
びDIPファイナンスに特化したSBIキャピ
タルソリューションズ㈱を設立いたしま
した。同社が運用するSBIメザニンファン
ド１号（当初出資約束金額31億円）によ
り、LBO、MBO、企業再生の分野でシニ
アデットからエクイティまでのあらゆる
投資手法に対応可能な体制を確立してお
ります。

①　アセットマネジメント事業
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2004年 2月  2日　ワールド日栄フロンティア証券（株）�
2004年 2月27日　ネクサス（株）�
2004年 3月  3日　（株）アイディーユー�
2004年 3月26日　ベンチャー・リヴァイタライズ証券投資法人�
2004年 4月15日　（株）ウェブ･ポート（Ｍ＆Ａ）�
2004年 5月27日　ディップ（株）�
2004年 6月  4日　（株）フレームワークス�
2004年 6月18日　（株）ランシステム�
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2004年1月以降、以下16社がIPO又はM&Aを行っております�
 2004年  7月  1日　（株）アマナ�
 2004年  7月  8日　（株）ネットプライス�
 2004年  7月15日　（株）船井財産コンサルタンツ�
 2004年  7月29日　（株）そーせい�
 2004年  9月16日　ニッシン債権回収（株）�
 2004年10月  1日　（株）フレックス・ファーム（Ｍ＆Ａ）�
 2004年10月  5日　ベリトランス（株）�
 2004年10月19日　ﾃｨｰｹｰｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（株）（Ｍ＆Ａ）�
�
�また、以下の会社が上場承認済みであります�

2004年11月15日上場予定　　エルピーダメモリ（株）�
2004年11月25日　〃　　　　（株）かわでん�
2004年11月30日　〃　　　　イー・トレード証券（株）�
・ＩＰＯ予定社数には、毎週開催しております「案件会議」での検討に基づき、投資先5段階評価において最上位に区分されたものが含まれており�
　ますが、これら投資先の評価及びＩＰＯ予定の見通しは当社独自判断に基づいたものであり、今後のＩＰＯを保証するものではありません。�
・ＩＰＯ済み及びＭ＆Ａの社数はすでに売却済みのものを含みます。�

株主の皆様には、ますますご清栄のこ

ととお喜び申し上げます。

平素は、当社事業にご理解とご支援を

賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、このたび第７期（平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで）の中間

事業報告書をお届けするにあたり、一言

ご挨拶申し上げます。

当中間期における国内経済は､引き続き

コスト削減や財務体質の強化等の企業努

力による収益拡大が継続し、その影響に

よる雇用環境の改善や消費マインドの好

転を背景にして、個人消費もやや強めに

推移をいたしました。

ソフトバンク・ファイナンスグループ

の企業価値をソフトバンク・インベスト

メント㈱へ集約化することを目的とした

事業再編は、2004年８月のモーニングス

ター�の子会社化によって最終局面を迎

えつつあります。こうした事業再編と各

事業の自律的拡大の結果、ソフトバン

ク・インベストメント㈱は「アセットマ

ネジメント」「ブローカレッジ＆インベス

トメントバンキング」「ファイナンシャ

ル・サービス」の３つのコアビジネスを

有する総合金融グループへと進化してま

いりました。当中間期におきましては、

各コアビジネスが業績を向上させる一方

で、コアビジネス相互間の相乗効果も実

現しつつあり、当社の事業全体が有機的

な結びつきを強めながら成長する体制が

確立されてきております。

ソフトバンク･インベストメントグルー

プにおいては、2004年10月にベリトラン

ス�、2004年11月にイー・トレード証券

�がそれぞれ、大証ヘラクレス市場、ジ

ャスダック市場に上場を果たしており、

グループ全体の企業価値拡大に大きく寄

与しております。今後におきましても、

当社グループ企業の中から、成長性の高

い子会社を次々と上場させていくことを

検討してまいります。

また、従前より当社グループが軸足を

おく金融業務を基本としながらも、「金融

を核に金融を超える」を新たなキーワー

ドに据え、これまでに構築してきたグル

ープ各社の事業資産を最大限に活用しな

がら、金融分野の枠組みにとらわれるこ

となく、他の事業分野へと積極的に展開

していく所存であります。

株主の皆様には、今後とも変わらぬご

支援ご指導を賜りますよう、心からお願

い申し上げます。

平成16年12月

代表取締役CEO

北　尾　吉　孝

株主の皆様へ
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ITファンドの収穫期到来 新規公開又はM＆AによるExit社数

バイオ関連や公開可能性の高い�
レイターステージ企業を中心に投資�

2004年4月～2004年9月�

投資社数（社）�

投資金額（億円）�

国内�海外�合計�
13�
（5）�

79�
（28）�

16�
（1）�

95�
（29）�

4�
（1）�

17�
（6）�

（　）内は、前年同期間（2003年4月～2003年9月）の投資社数及び投資金額であります。�
合計投資件数のうち、新規投資は１３社４０億円（４社９億円）、既存投資先への追加投資は�
４社５５億円（２社２０億円）であります。�
海外につきましては投資実行時の為替レートで円換算しております。�

・�
・�
�
・�

LBO･MBO･企業再生の資金調達に対応すべく、シニアデット�
からエクイティまでのあらゆる投資手法をとる事ができる�

【バイアウト及び企業再生ファンドの運用】�

【メザニンファンドの運用】�
代表取締役COO　木下　玲子�

（元東京スター銀行DIPファイナンス統括責任者）�

SBIキャピタルの�
従来の投資領域�

SBIキャピタルの�
従来の投資領域�

SBIキャピタル�
ソリューションズの投資領域�

（100％出資）�

SBIメザニンファンド1号�

メザニン投資及びDIPファイナンスに特化した�
31億円のパイロットファンドを2004年8月23日�
に設立。�

＜投資対象資産の安全性による分類＞�

（投資手法）�
　･DIPファイナンス�
　･ハイイールド債�
　･劣後ローン�
　･優先株式�
　　　　　　　等�

高�

低�

エクイティ�

メザニン�

シニア�

当中間期の投資実績（全ファンド） 企業再生分野における新ファンドの設立
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ファイナンシャル・サービス事業は、
ソフトバンク・ファイナンスグループの
企業価値を当社グループへと集約化する
事業再編を通じて、その事業規模を大幅
に拡大させてきております。2004年２月
に実施したファイナンス・オールグルー
プの子会社化に続き、2004年８月にはモ
ーニングスターグループを子会社化いた
しました。
また、2004年10月５日には、ファイナ

ンス・オール㈱の子会社で、オンライン
決済ソリューションを提供するベリトラ
ンス㈱が大証ヘラクレス市場に上場をい

たしました。同社はオンラインカード決
済サービスを国内1,000社以上のEC店舗
に提供しています。また、日本初の証券
化を前提とした全期間固定金利住宅ロー
ンを提供するグッドローン㈱は、住宅ロ
ーン残高が順調に拡大し業績の通期黒字
化を達成いたしました。
ファイナンシャル・サービス事業では、

市況の変動に左右されない安定的な収益
を確保する事業分野として、今後も引き
続き新しい事業への展開を進めてまいり
ます。

③　ファイナンシャル・サービス事業

ブローカレッジ＆インベストメントバ
ンキング事業は、イー・トレード証券�、
ワールド日栄フロンティア証券�、フィ
デス証券�、イー･コモディティ�から構
成されております。イー・トレード証券
�においては口座数増加ペースが急上昇
し、それに伴い株式委託売買代金、預り
資産も増加したことで、同社の収益基盤
が一層強化されることになりました。ワ
ールド日栄フロンティア証券�では、当
社グループ間シナジーの効果として引受
業務が急拡大する一方、金融収支の改善、

グループ証券会社間でのシステム共有化
によるコスト削減等により収益の拡大が
図られました。また、当中間期において、
西日本を地盤とするエース証券�と韓国
のE＊TRADE KOREAを新たにグループ
傘下に加えることとなりました。当社グ
ループ傘下にある５つの証券会社を合計
した証券ビジネス規模は、証券口座数
628,395口座、信用取引口座数47,407口
座、１日当たり平均株式売買代金1,323億
円の規模になっております。

②　ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業

2004年4月～2004年9月� （単位：百万円）�

合  計� イー･�
トレード�

ワールド日栄�
フロンティア�

フィデス�E*TRADE�KOREA
(参考)�
エース�

 営業収益 19,244 12,143 5,871 156 1,074 4,252�

 経常利益 6,660 4,650 1,901 5 104 691�

 中間純利益 4,665 2,446 2,110 4 105 956

※ 合計は各社間の取引等を控除しない単純合算となっております。�
※ E*TRADE KOREAの数値につきましては、2004年9月30日付為替レート（100Won＝9.64円）で�
　 換算しております。�

（2004年9月30日現在）�

合  計� イー･�
トレード�

ワールド日栄�
フロンティア�

エース�フィデス�E*TRADE�
KOREA

証券口座数�

※ 1日当たり平均株式売買代金は、2004年9月における一ヶ月間の各営業日平均値であります。�
※ E*TRADE KOREAの数値につきましては、2004年9月30日付為替レート（100Won＝9.64円）で�
　 換算しております。�

 628,395 452,493 61,865 53,748 710 59,579�
 口座 口座 口座 口座 口座 口座�

 47,407 44,010 2,080 1,317 － －�
 口座 口座 口座 口座 口座 口座�

 1,323 1,209 29 18 － 67�
 億円 億円 億円 億円 億円 億円�

信用取引�
口 座 数�
�1日当たり�
平均株式�
売買代金�
�

証券子会社個別業績 SBIの証券ビジネス規模

口座数は順調に増加しており、2004年に入ってその増加傾向は更に強まっている。�

（口座数）�
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（2003年4月～2004年9月）�
452,493 口座�

イー･トレード証券の口座数推移

50.42％� 50.42％�

■SBF保有株式の譲受�
・譲渡株数：32,968株（50,42％）�
・譲渡契約締結日：2004年7月26日�

モーニングスターの子会社化

住宅ローン残高の推移�

直近1年間において業績の通期黒字化を達成�
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・2002年10月～2003年9月�
　　売上高　　　　329百万円�
　　経常利益　　▲159百万円�
　　当期利益　　▲162百万円�

・2003年10月～2004年9月�
　　売上高　　　960百万円�
　　経常利益　　204百万円�
　　当期利益　　203百万円�

2001 2002 2003 2004

437億円�

グッドローンの実績

今後の事業展開について

これまで当社は、連結業績の向上と企
業価値の向上を目的として、純粋持株会
社であるソフトバンク・ファイナンス㈱
の子会社を当社の３つのコアビジネスの
下に順次集約させてまいりました。この
グループ再編は、2005年３月期下半期中
に総仕上げを予定しております。今後は
３つのコアビジネスそれぞれの自律的成
長を推進するとともに、コアビジネス相
互の有機的な連携を強化し、当社グルー
プ全体の企業価値の極大化を目指してま
いります。

SBIグループが推進する７つの基本戦略

基本戦略（１）：SBIへの企業価値の集約化

2005年3月期下期中に企業価値集約化の仕上げを実行予定�

純粋持株会社�

イコール･クレジット��

ソフトバンク･ファイナンス�
直轄の子会社�

事業持株会社�

東証1部、大証1部上場�

ソフトバンク･ファイナンス�
グループ企業価値の総和�

ソフトバンク･ファイナンス直下の子会社をソフトバンク･インベストメントの傘下に集約�

SBIへの企業価値の集約化
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現在当社では、当社グループ企業のう
ち、イー・コモディティ�、ゴメス�、
SBIキャピタル�、グッドローン�、E＊
TRADE KOREAの各社を、今後の新規公
開対象先として見定め、各社が公開に向

けた準備・検討を開始しました。
中でもイー・コモディティ�、ゴメス

�の２社は、既に具体的な公開準備を開
始しております。

基本戦略（２）：グループ企業の新規公開を加速化させ膨張を続けるSBIの含み資産を
飛躍的に高める

東京工業品取引所�
東京穀物商品取引所�
中部商品取引所�
大阪商品取引所 等�

東京工業品取引所�

東京穀物商品取引所�

中部商品取引所�

東京穀物商品取引所�

中部商品取引所�

イー･コモディティ�－資本金1,434百万円　事業概要：オンライン商品先物取引�
（2000年10月13日設立） （業界唯一のネット専業会社）�

･公開に向け4.5億円の資本増強を実施�

･公開に向けた受託取引員資格の取得�
現在のイー･コモディティ� 申請認可後のイー･コモディティ�

ソフトバンク･インベストメント��

トリフォ�（旧社名：太陽ゼネラル）�

ソフトバンク･インターネットテクノロジー･ファンド2号�

85.5�

14.5�

－�

68.2�

11.6�

20.2

（単位：％）�

※顕在ベースシェア�

株　主� 増資前� 増資後�※�

（受託取引員）�

＜変更許可申請した商品市場＞�

（貴金属･石油･ゴム･アルミニウム）�

（農産物･砂糖）�

（石油）�

（取次商品取引員）�

受託取引員�

2004年10月15日�
経済産業省･農林水産省に�
受託会員許可取得申請�

イー･コモディティの公開準備開始について
イー・コモディティ�においては、公

開に向けて資本増強や受託取引員資格取
得の申請を行っております。今後は、唯
一のネット専業の商品先物業者として、
インターネットの持つ価格破壊力をベー
スにした業容拡大を目指してまいります。

IPOIPO

ゴメス�－資本金300百万円　事業概要：ウェブサイトの評価、アドバイスサービス�
（2001年3月22日設立）�

･ゴメス社の公開を視野に入れたモーニングスターグループ内での資本移動�

･ゴメス社を取巻く市場環境�
インターネット世帯普及率が初めて50％を超え、ECサイトのユーザビリティ向上への�
欲求がさらに高まりつつある。�

移動日：2004年9月28日�
100％出資�100％出資� 100％出資� 96.35％出資�

100％出資�

65％出資�
（別途、IT2号より3.65％出資）�

現在のゴメス�

Eコマースに関する�
コンサルティング企業�

将来のサービス展開�

インターネットに関する総合�
サポート企業への転進�

･コンテンツビジネス�
･リサーチサービス�
･エデュケーションサービス�
･サポートサービス�

ゴメスの公開準備開始について
ゴメス�においては、同社の公開を視

野に入れたモーニングスターグループ内
での資本移動を行い、連結での業務範囲、
サービスの展開力の拡大を目指しており
ます。

ファイナンシャル・サービス事業分野
では、ネット上で完結できる新しい金融
サービスの提供を検討しております。外
部パートナーとの間で共同持株会社を設
立し、その傘下においてスワン･クレジッ

ト�を中心とした事業者向けローン及び
クレジットカード事業、イコール･クレジ
ット�を中心とした消費者向けローン、
サービサー事業の展開を検討してまいり
ます。

基本戦略（３）：金融分野での新サービスの展開

ネット上で完結できるサービスの提供�

事業者ローン事業/�
クレジットカード事業� 消費者ローン事業� サービサー事業�

イコール･クレジット� 新会社�
（設立予定）�

共同持株会社�
（設立予定）�

某社�� 某社��

スワン･クレジット�
業務提携先企業群�

【事業者ローン】�
  クレディア�
  ニッシン�
  光通信�
  ネクサス�
  マイクロビジネスライフサポート�
  エフ･アンド･エム�

【クレジットカード】�
  アプラス�
  全国賃貸管理ビジネス協会�

SBIグループにおける消費者･事業者向け新事業構想

その他に、SBIキャピタル�やグッドロ
ーン�についても着実に業績を伸ばして
おり、公開対象先として考えられる段階

に達しております。Ｅ＊TRADE KOREA
については、2004年9月に増資を実施し、
総合証券化への準備に入りました。

「金融を核に金融を超える」を基本コン
セプトとして、非金融分野へも積極的に
投資を実行することにより、株主利益の
極大化を目指してまいります。
その第１段階として、ファイナンス･オ

ール�は2004年６月に�インターアイを
買収し、引越し、ピアノ買取り、リフォ

ーム、格安航空券等の見積もりサービス
を開始いたしました。更に、ブロードバ
ンド料金比較サイトや独身の女性向けコ
ミュニティサイトの立ち上げといった、
さまざまな非金融分野のサービスの提供
を開始しております。

基本戦略（４）：非金融分野への積極的投資

保険比較� ローン比較�

【基本コンセプト】　金融を核に金融を超える�

主要ポータルサイトを中心とした100以上のネットマーケティングチャネル�

＜総合マーケットプレイス＞�＜総合マーケットプレイス＞�

･引越し見積もり�
･ピアノ買取見積もり�
･レンタルサーバー見積もり�
･航空券見積もり�

【自社立ち上げ新サイト】�

（金融付帯サービス）� （金融プロダクト）� （金融ソリューション）�

（金融分野）� （非金融分野）�

保険代理店業� ローン仲介業� 住宅ローン� 決済ソリューション�リース� 口座管理ソフト開発・提供�

ファイナンシャル･マーケットプレイス事業の
非金融分野への展開
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金　額� 構成比�

アセットマネジメント事業�
　内訳�
　投資事業組合等管理収入�
　営業投資有価証券売上高�
　不動産事業・投資顧問業務等�

ブローカレッジ＆�
インベストメントバンキング事業�
　内訳�
　証券関連事業�
　商品先物関連事業�
ファイナンシャル・サービス事業�
　　　　 合　計�

％� ％�

当中間連結会計期間�
自　平成16年  4月 1日�
至　平成16年  9月30日�

百万円�
�
�

1,887�
2,029�
1,548�

�
19,733�

�
19,049�
683�

5,094�
30,291

65.2�
�
�
�

16.8�
100.0

5,464

金　額� 構成比�

前中間連結会計期間�
自　平成15年  4月 1日�
至　平成15年  9月30日�

百万円�
�
�

2,030�
206�
127�

�
5,001�

�
4,553�
447�
ー�

7,365

67.9�
�
�
�

ー�
100.0

2,363 32.1 18.0

当中間連結会計期間の業績概況�

（注）1. 記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。
2. 前連結会計年度及び当連結会計年度にM&Aまたは事業再編により連結子会社となった主な会社についての
連結損益計算書への計上開始時期は以下のとおりであります。

＜前連結会計年度＞
・旧イー・トレード㈱の連結売上高 平成15年６月以降
・旧ワールド日栄証券㈱の売上高 平成15年10月以降
・フィデス証券㈱の売上高 平成16年１月以降
・ファイナンス・オール㈱の連結売上高 平成16年２月以降
＜当連結会計年度＞
・スワン・クレジット㈱の売上高 平成16年４月以降
・E*TRADE KOREA CO.,LTD.の売上高 平成16年４月以降
・エース証券㈱の連結売上高 平成16年10月以降
・モーニングスター㈱の連結売上高 平成16年10月以降

業績の概況

当中間連結会計期間における国内経済
は、企業の収益改善に伴う設備投資の増
加に加え、個人消費にも緩やかな回復が
見られるなど、本格的な景気回復の兆し
が見えてまいりました。

このような状況のもと、アセットマネ
ジメント事業では、ソフトバンク・イン
ターネットテクノロジー・ファンドを中
心に、投資コストを低下させつつ、より
公開可能性の高い企業への集中的な投資
を行った結果、当中間連結会計期間にお
ける、当社及び当社連結子会社が運用す
るファンド（以下「当社ファンド」）から
の投資実績は、17社に対して95億円とな
りました。ブローカレッジ＆インベスト
メントバンキング事業では、株式市況の

好転や持ち直しが見られたことにより、
イー・トレード証券㈱、ワールド日栄フ
ロンティア証券㈱等の委託手数料、金融
収益が増加いたしました。また、ファイ
ナンシャル・サービス事業では比較的景
気や株式市況に影響されにくい安定的な
収益源としてのリース事業や低金利の住
宅ローン事業等から継続的な収益があり
ました。
以上により、当中間連結会計期間の業

績は、売上高が30,291百万円（前年同期
比311.3%増加）、営業利益は8,383百万円
（前年同期比342.0%増加）、経常利益は
10,113百万円（前年同期比452.0%増加）、
中間純利益は7,235百万円（前年同期比
828.3%増加）となりました。

当社の旗艦ファンドであるITファンド
の償還に備え、新たにブロードバンド関
連企業に集中投資を行うブロードバン
ド・ファンドの設立を進めております。
当ファンドは、従来の事業法人もしくは
機関投資家を中心に投資資金を調達する
手法に加えて、個人投資家の皆様にも未
公開企業への投資を間接的に行う機会を
提供すべく、出資単位を小口化し、主に

当社グループ傘下の証券会社を通じて、
投資資金の募集を行っております。
IT分野と並び、21世紀の中核的産業に

なると期待されているバイオ分野に関し
ては、同分野を投資対象とするファンド
を設立し、設立後約10ヶ月間に、創薬系
のバイオベンチャー企業を中心として９
社に対し15億円の投資を実行しておりま
す。

基本戦略（５）：IT分野の新たな旗艦ファンド創設とバイオファンドの本格的始動

個人投資家より�
200億円の資金調達予定�

事業法人または金融法人より�
300億円の資金調達予定�

（営業者）�
SBIブロードバンドキャピタル�
   株式会社（完全子会社）�

SBIブロードバンドキャピタル�
投資事業匿名組合�

SBIブロードバンドキャピタル2号�
投資事業匿名組合�

（無限責任組合員）�
SBIベンチャーズ株式会社�
（完全子会社）�

SBIブロードバンドファンド1号�
    投資事業有限責任組合�

SBIブロードバンドファンド2号�
   投資事業有限責任組合�

※�

国内�
欧州�

米国�

※該当ファンドは設立準備中であります。�
（販売証券会社）�

ブロードバンド･ファンドの募集について

�

2003年12月24日の設立以来、約10ヶ月間に創薬系の�
バイオベンチャー企業9社に対して15億円の投資を実行�

主な投資先�

投資先名� 事業概要�
ワイズセラピューテックス��

Acologix,Inc.（米国籍）�

MediciNova,Inc.（米国籍）�

Acucela,Inc.（米国籍）�

がん抗体医薬の開発�

骨及び腎疾患の治療薬開発�

新薬候補化合物を導入し欧米を中心に開発を行う�

網膜を含む視神経の疾患に特化した創薬ベンチャー�

上記のほか5社の創薬系バイオベンチャー企業に投資をしております。�

業務執行組合員�
バイオビジョン･キャピタル��
当初出資金：34億円�

バイオビジョン･ライフサイエンス･ファンド1号の状況

これまで高い成長率で発展を続け、今後も大きな成長
が期待できる中国への本格的な事業展開を推進すべく、
2004年６月１日付の組織改組により中国関連事業室を開
設し、対中国投資への本格的検討を開始いたしました。
また、今年度中には北京に駐在員事務所を開設する予
定であります。

当社グループ傘下の証券会社３社のシステム共有化を
進めております。このシステム共有化により、バックオ
フィス業務の統合や効率化を図るだけでなく、ベンダー
各社に対する価格交渉力を強化し、システムコスト及び
バックオフィスコストの削減を推進していく予定です。

基本戦略（６）：中国における本格的な投資の開始 基本戦略（７）：グループ証券３社のシステムコスト
及びバックオフィスコストの削減

香港･中国株の取次ぎ�

中国企業の日本市場でのIPO支援�

投資信託ジョイントベンチャーの設立�

ベンチャーキャピタルファンドの組成�

2004年6月1日付で中国関連事業室を開設し、�
対中国投資への情報収集を開始�

今年度中に北京に駐在所を開設�

対中国投資拡大の本格化

＜共通インフラシステム＞�＜共通インフラシステム＞�
◆ネットワーク集中管理機能�
◆社内ポータルサイト機能�

◆情報系システム共有機能�
◆ファイアーウォール機能�

外部ベンダーA社� 外部ベンダーB社� 外部ベンダーC社�

セキュリティ強化� 業務の効率化� コスト削減�

交渉力�

システムの安定化�

証券3社のシステム共有化による価格交渉力の確保
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キャッシュ・フローの状況�

当中間連結会計期間末における現金及
び現金同等物残高は77,168百万円となり、
前中間連結会計期間末の8,513百万円より
68,654百万円の増加（前年同期比806.4%
増加）となりました。各キャッシュ・フ
ローの状況とそれらの要因は次のとおり
であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
法人税等の支払いが5,965百万円あった

ものの、税金等調整前中間純利益が
13,333百万円あったことに加え、顧客預
り金の増加が21,053百万円あったこと等
により28,811百万円の収入（前年同期
3,238百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
子会社株式の売却収入が5,191百万円あ

ったものの、連結範囲の変更を伴う子会
社株式の取得による支出が2,990百万円、
投資有価証券取得の為の支出が1,785百万
円、無形固定資産取得による支出が678
百万円あったこと等により780百万円の
支出（前年同期481百万円の収入）とな
りました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
配当金の支払いが1,767百万円あったも

のの、社債発行による収入が19,995百万
円あったこと等により14,730百万円の収
入（前年同期4,030百万円の収入）となり
ました。

ファイナンシャル・サービス事業の売
上高は主にファイナンシャル・マーケッ
トプレイス事業、ファイナンシャル・プ
ロダクト事業、及びファイナンシャル・
ソリューション事業等から構成されてお
ります。当中間連結会計期間におきまし

てはファイナンシャル・サービス事業収
入が5,094百万円（前年同期はなし）とな
っております。当該収入は主にウェブリ
ース㈱、グッドローン㈱等で計上された
ものであります。

3）ファイナンシャル・サービス事業

ブローカレッジ＆インベストメントバ
ンキング事業の売上高は主に証券関連事
業及び商品先物関連事業から構成されて
おります。

（証券関連事業）
証券取引関連収入は、証券売買取引に

伴う委託手数料、新規公開株式の引受・
売出手数料、株式の募集・売出しの取扱
手数料等の収入より構成されております。
当中間連結会計期間におきましては、

証券関連事業収入が19,049百万円（前年
同期比318.3%増加）となっております。
当該収入は主にイー・トレード証券㈱及
びワールド日栄フロンティア証券㈱で計
上されたものであります。

（商品先物関連事業）
商品先物関連事業収入は、委託者が取

引を転売又は買戻し及び受渡しにより決
済したときに計上する商品先物取引の受
取手数料等の収入よりなっております。
当中間連結会計期間において商品先物

関連事業収入が683百万円（前年同期比
52.9%増加）計上されております。当該
収入はイー・コモディティ㈱で計上され
たものであります。

2）ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業

1）アセットマネジメント事業
アセットマネジメント事業の売上高は

投資事業組合等管理収入、営業投資有価
証券売上高、不動産事業・投資顧問業務
等から構成されております。

（投資事業組合等管理収入）
投資事業組合等管理収入はファンドの

設立時にファンド募集基金に一定割合を
乗じて算定される設立報酬、ファンドの
当初出資金ないしは純資産価額等に一定
割合を乗じて算定される管理報酬及びフ
ァンドの運用成績により収受される成功
報酬よりなっております。
当中間連結会計期間におきましては、

管理報酬が1,887百万円（前年同期比7.0%
減少）となっております。これは主に、
平成12年３月から７月にわたり設立され
たソフトバンク･インターネットテクノロ
ジー･ファンド（当初出資金総額150,500
百万円）からによるものであります。

（営業投資有価証券売上高）
キャピタルゲインを目的とした保有株

式等（営業投資有価証券）を売却した場
合、売却価額は営業投資有価証券売上高
として計上されております。また、当社
企業グループが運営するファンドへ当社
又は連結子会社が出資（営業出資金）し
た場合、ファンドの決算に基づき、ファ
ンドで計上された売上高の出資割合相当
額が当社の営業投資有価証券売上高とし
て計上されております。
当中間連結会計期間におきましては、

営業投資有価証券売上高が2,029百万円
（前年同期比884.8%増加）となっており
ます。

（不動産事業・投資顧問業務等）
当中間連結会計期間において不動産事

業・投資顧問業務等の収入が1,548百万円
（前年同期比1,112.3%増加）となってお
ります。主な増加理由は販売用不動産の
売却によるものです。
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●中間連結損益計算書�

区　分�
当中間連結会計期間�前中間連結会計期間�

自　平成15年  4月 1日�
至　平成15年  9月30日�

自　平成16年  4月 1日�
至　平成16年  9月30日�

売上高�

売上原価�

売上総利益�

販売費及び一般管理費�

営業利益�

営業外収益�

営業外費用�

経常利益�

特別利益�

特別損失�

税金等調整前中間純利益�

法人税、住民税及び事業税�

過年度法人税等戻入額�

法人税等調整額�

少数株主利益�

中間純利益�

30,291�

6,984�

23,307�

14,923�

8,383�

1,873�

144�

10,113�

3,949�

729�

13,333�

4,523�

△32�

△310�

1,917�

7,235

7,365�

1,488�

5,876�

3,980�

1,896�

33�

98�

1,831�

28�

245�

1,614�

879�

△166�

114�

7�

779

（単位：百万円）�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
�

中間連結財務諸表

●中間連結貸借対照表�

前中間連結会計期間末�
区　分�

当中間連結会計期間末� 増減�
（△は減）�（平成16年9月30日現在）�

（資産の部） �
流動資産�
現金及び預金�
売掛金�
有価証券�
預託金�
営業投資有価証券�
投資損失引当金�
営業出資金�
たな卸不動産�
トレーディング商品�
信用取引資産�
有価証券担保貸付金�
短期差入保証金�
繰延税金資産�
その他�
貸倒引当金�

固定資産�
有形固定資産�
無形固定資産�
投資その他の資産�
投資有価証券�
繰延税金資産�
その他�
貸倒引当金�

繰延資産�
資産合計�

（負債の部）  �
流動負債�
短期借入金�
一年内返済予定長期借入金�
一年内償還予定の社債�
未払法人税等�
信用取引負債�
有価証券担保借入金�
受入保証金�
預り委託証拠金�
顧客預り金�
偶発損失引当金�
その他�

固定負債�
社債�
新株予約権付社債�
長期借入金�
繰延税金負債�
その他�

特別法上の準備金�
負債合計�
（少数株主持分）�

少数株主持分�
（資本の部）  �

資本金�
資本剰余金�
利益剰余金�
その他有価証券評価差額金�
為替換算調整勘定�
自己株式�
資本合計�
負債、少数株主持分及び資本合計�

�
529,739�
79,348�
808�

1,244�
137,983�
5,470�
△575�
15,781�

―�
2,604�

253,113�
13,647�
8,450�
1,325�
10,905�
△369�
44,149�
12,660�
5,588�
25,900�
18,100�
620�

9,767�
△2,588�

239�
574,128�

�
434,230�
7,903�
1,110�
458�

4,627�
215,442�
11,235�
124,155�
13,640�
27,476�
5,218�
22,961�
48,015�

―�
33,000�
12,000�
2,614�
400�

2,013�
484,259�

�
36,172�

�
8,542�
27,244�
15,011�
3,090�
43�

△236�
53,696�
574,128

�
227,823�
8,666�
26�
59�

66,093�
16,264�
△2,515�
10,946�
2,485�
3,006�
95,022�
18,949�
5,160�
1,237�
2,479�
△59�
8,287�
707�

3,016�
4,563�
1,971�
444�

2,146�
―�
20�

236,131�
�

190,261�
5,195�
3,561�
1,100�
952�

87,683�
12,440�
60,808�
5,950�
5,178�

―�
7,390�
747�
620�
―�
―�
―�

127�
881�

191,890�
�

1,292�
�

7,883�
26,533�
5,988�
2,226�
413�
△97�

42,948�
236,131

�
301,916�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

35,862�
�
�
�
�
�
�
�

219�
337,997�

�
243,969�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

47,268�
�
�
�
�
�
�

292,369�
�

34,880�
�

659�
711�

9,023�
864�

△370�
△139�
10,748�
337,997

（単位：百万円）�

（平成15年9月30日現在）�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
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中間財務諸表

�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
�

�
35,387�
12,582�

41�
3,590�
△346�
15,051�
696�
576�

3,146�
△115�
162�

54,174�
273�
75�

53,826�
53,326�
△1,922�
1,701�
3,900�

△3,900�
57�
662�
172�

89,734�
�

5,943�
1,500�

―�
100�
45�

1,908�
2,198�

―�
189�

33,112�
―�

33,000�
112�

39,056�
�

8,542�
27,244�
2,970�
24,274�
13,587�
13,587�
1,539�
△236�
50,678�
89,734

�
25,565�
1,678�
37�

12,800�
△2,181�
10,275�
300�
831�

1,748�
△45�
121�

25,173�
133�
105�

24,933�
23,428�
△3,272�

99�
3,900�

―�
558�
219�
13�

50,751�
�

9,376�
―�

2,000�
1,100�
76�
2�

2,018�
3,900�
279�
832�
720�
―�

112�
10,209�

�
7,883�
26,533�
2,264�
24,269�
2,994�
2,994�
3,228�
△97�

40,542�
50,751

�
9,822�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

29,001�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

159�
38,983�

�
△3,433�

�
�
�
�
�
�
�
�

32,280�
�
�
�

28,847�
�

659�
711�

�
�

10,593�
�

△1,689�
△139�
10,136�
38,983

区　分�
（平成15年9月30日現在）�

当中間会計期間末�前中間会計期間末� 増減�
（△は減）�（平成16年9月30日現在）�

●中間貸借対照表�
（単位：百万円）�

（資産の部）�
流動資産�
現金及び預金�
売掛金�
営業投資有価証券�
投資損失引当金�
営業出資金�
営業貸付金�
繰延税金資産�
短期貸付金�
貸倒引当金�
その他�

固定資産�
有形固定資産�
無形固定資産�
投資その他の資産�
関係会社株式�
投資損失引当金�
投資有価証券�
関係会社長期貸付金�
貸倒引当金�
繰延税金資産�
その他�

繰延資産�
資産合計�

（負債の部）�
流動負債�
短期借入金�
一年以内返済予定の長期借入金�
一年以内償還予定の社債�
未払金�
未払法人税等�
前受金�
関係会社整理損失引当金�
その他�

固定負債�
社債�
新株予約権付社債�
その他�
負債合計�

（資本の部）�
資本金�
資本剰余金�
資本準備金�
その他資本剰余金�

利益剰余金�
中間未処分利益�

その他有価証券評価差額金�
自己株式�
資本合計�
負債・資本合計�

�

●中間連結剰余金計算書�

区　分�
当中間連結会計期間�前中間連結会計期間�

自　平成15年  4月 1日�
至　平成15年  9月30日�

自　平成16年  4月 1日�
至　平成16年  9月30日�

�
 I�
 II�
�
�
�
III�
�
�
 I�
 II�
�
�
�
�
III�
�
�
�
�
Ⅳ�

�
�
�
1.�
2.�
3.�
�
�
�
�
�
1.�
2.�
3.�
4.�
�
1.�
2.�
3.�
4.

（資本剰余金の部）�
資本剰余金期首残高�
資本剰余金増加高�
  増資による新株の発行�
  合併による資本剰余金増加高�
  自己株式処分差益�
資本剰余金中間期末残高�
�

（利益剰余金の部）�
利益剰余金期首残高�
利益剰余金増加高�
  新規連結による利益剰余金増加高�
  連結除外による利益剰余金増加高�
  合併による利益剰余金増加高�
  中間純利益�
利益剰余金減少高�
  配当金�
  役員賞与�
  新規連結による利益剰余金減少高�
  合併による利益剰余金減少高�
利益剰余金中間期末残高�

�
27,092�
152�
152�
―�
0�

27,244�
�
�

9,771�
7,268�

1�
―�
31�

7,235�
2,028�
1,784�
223�
4�
16�

15,011

�
9,362�
17,171�

58�
16,843�
269�

26,533�
�
�

2,082�
3,989�
3,143�
66�
―�

779�
82�
39�
43�
―�
―�

5,988

（単位：百万円）�

●中間連結キャッシュ・フロー計算書�

区　分�
当中間連結会計期間�前中間連結会計期間�

自　平成15年  4月 1日�
至　平成15年  9月30日�

自　平成16年  4月 1日�
至　平成16年  9月30日�

営業活動によるキャッシュ・フロー�
投資活動によるキャッシュ・フロー�
財務活動によるキャッシュ・フロー�
現金及び現金同等物に係る換算差額�
現金及び現金同等物の増減額�
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増減額�
連結除外に伴う現金同等物の増減額�
合併による増加�
現金及び現金同等物の期首残高�
現金及び現金同等物の中間期末残高�

28,811�
△780�
14,730�

15�
42,776�

24�
―�
6�

34,360�
77,168

△3,238�
481�

4,030�
8�

1,282�
3,050�
△2�
299�

3,884�
8,513

（単位：百万円）�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
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アセットマネジメント業務の実績

ソフトバンク・インベストメント㈱を中心としたIT・バイオ等のベンチャーファン
ド、企業再生等のファンド運用業務と、子会社であるSBIアセットマネジメント㈱を通
じた未公開株式やヘッジファンド等の投資商品の組成業務を行っており、その総運用総
額は約1,556億円になります。当中間期においては、「SBIメザニンファンド１号」
「KINGSWAY SBF INVESTMENT COMPANY LIMITED」の２つのファンドを設立し、
DIPファイナンスを必要とする国内企業や香港･中国の有望企業等といった新たな投資分
野へも進出いたしました。

ソフトバンク・インベストメント㈱�

ソフトバンク・コンテンツ・パートナーズ㈱�

バイオビジョン・キャピタル㈱�

ソフトトレンドキャピタル㈱�

ソフトベン2号投資事業組合�

ソフトバンク・インターネットファンド�

ソフトバンク・コンテンツファンド�

バイオビジョン・ライフサイエンス・ファンド1号�

ソフトバンク・インターネットテクノロジー・�
ファンド1号～3号�

SBI・リアル・インキュベーション1号�
投資事業有限責任組合�

企業再生ファンド一号�
投資事業有限責任組合�

VR企業再生ファンド�
投資事業有限責任組合�

エスビーアイ・キャピタル㈱�

SBI・LBO・ファンド1号�

SBIメザニンファンド1号�

エスビーアイ・アセット・マネジメント㈱�

アルスノーバ・キャピタル・リサーチ㈱�

投資顧問契約資産・投資信託等�

KINGSWAY SBF INVESTMENT
COMPANY LIMITED

ベンチャー・リヴァイタライズ証券投資法人�

ユニゾンCDOトラスト�

運用会社� ファンド名� 簿価純資産�
（直近決算期末現在）�

投資対象� 投資先�
会社数�

61%

KINGSWAY SBF INVESTMENT
MANAGEMENT COMPANY LIMITED

49%

100%

100%

80%

95%

83%

47億円�

885億円�

97億円�

30億円�

66億円�

34億円�

47億円�

49億円�

107億円�

36億円�

108億円�

30社�

247社�

1社�

54社�

5社�

7社�

9社�

20社�

―�

―�

米国インターネット�
関連企業等�
国内インターネット�
関連企業等�
フランチャイズ企業へ�
の国内投資�

国内外インターネット�
関連企業等�

バイオテクノロジー�
関連企業�

国内外買収対象企業�

国内外買収対象企業�

国内買収対象企業�
及び上場新興企業等�

9億円�

1,305億円�小計�

251億円�小計�

5社�国内買収対象企業�

2社�DIPファイナンスを�
必要とする国内企業�

国内外債券・株式・為替�

―�債務担保証券�

*2 

31億円�

―�香港、中国の有望�
企業等�

10億円�

*2 

*1 

*2 

*3 

*4

［全ファンド合計　約1,556億円］� ［計　延380社］�
*5

ファンド管理業務の状況� 2004年9月末現在�

コンテンツを提供する�
事業及び企業等�

*1 簿価純資産価額は各ファンドの直近決算期（中間決算も含む）の仮決算に基づく金額であり、未監査であります。　*2 簿価純資産価額を含む出資約束金額であります。�
*3 2004年9月末現在の契約資産総額、投資助言時価純資産残高及び投資信託残高であります。　*4 2004年9月末現在のアドバイザリー契約に基づく担保資産残高であります。�
*5 380社はファンド間の重複投資先を含みます。�

（注）記載金額の百万円未満を切捨てて表示しております。�
�

●中間損益計算書�

区　分�
当中間会計期間�前中間会計期間�

自　平成15年  4月 1日�
至　平成15年  9月30日�

自　平成16年  4月 1日�
至　平成16年  9月30日�

4,707�

1,374�

1,643�

1,389�

299�

2,847�

1,245�

△78�

1,183�

497�

1,859�

875�

984�

1,349�

69�

2,264�

3,617�

9�

5,872�

1,991�

△32�

2�

3,911�

9,676�

―�

13,587

1,917�

1,548�

193�

―�

175�

741�

134�

119�

―�

487�

1,175�

653�

522�

164�

75�

611�

28�

6�

633�

2�

△166�

308�

488�

2,307�

198�

2,994

売上高�

投資事業組合等管理収入�

営業投資有価証券売上高�

不動産関連売上高�

その他売上高�

売上原価�

営業投資有価証券売上原価�

投資損失引当金繰入額�

不動産関連売上原価�

  その他売上原価�

売上総利益�

販売費及び一般管理費�

営業利益�

営業外収益�

営業外費用�

経常利益�

特別利益�

特別損失�

税引前中間純利益�

法人税、住民税及び事業税�

過年度法人税等戻入額�

法人税等調整額�

中間純利益�

前期繰越利益�

利益準備金取崩額�

中間未処分利益�

（単位：百万円）�
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平成16年度の税制改正により、特定口座の対象となる上場株式等の範囲に、公募株式
型投資信託が追加されました。この改正に伴い、イー・トレード証券㈱では、2004年
10月より、公募株式型投資信託の特定口座でのお取扱いを開始しております。
これにより、特定口座における株式等の譲渡損益との損益通算が可能になりますので、
よりいっそう、特定口座が利用しやすくなりました。「源泉徴収あり」を選択している
場合は、証券会社が納税しますので、これまで同様、お客様は税務署へ確定申告する必
要はございません。

オンライン証券初！「マーケットメイカー」としてJASDAQ銘柄の値付け
業務を開始

イー・トレード証券㈱は、2004年10月より、オンライン証券で初めて、JASDAQの
マーケットメイカーとして、JASDAQ上場銘柄の値付け業務を開始いたしました。
JASDAQ市場は、売り・買い両方の注文がなければ売買が成立しないオークション方

式に加え、マーケットメイカーが投資家に対して売買に応じる価格と株数を常時提示し
て値付けを行うマーケットメイク方式を採用しています。マーケットメイク方式では必
ず売買の相手方となるマーケットメイカーが存在しますので、「投資家はいつでも売買
ができる」という取引環境が提供され、いつまでたっても売買ができないという機会リ
スクがない売買手法です。
JASDAQ市場に上場する企業は、成長段階の途上にある企業が多く、そのため流通株

式数もあまり多くありませんが、マーケットメイク制度によって、十分な流動性が付与
されています。また、JASDAQ市場における投資部門別売買代金に占める個人シェアは
68％（８月実績、委託取引）と、個人投資家が流動性の供給に大きく貢献しています。
イー・トレード証券㈱の同市場における売買代金シェアは、26％（８月実績、委託取

引）であり、イー・トレード証券㈱がマーケットメイカーとなることで、流動性の向上
に貢献できると考えています。そして、個人のリスクマネーと、JASDAQ市場に上場す
る成長企業との橋渡し役として、新しい産業の育成と同市場の発展に寄与していきたい
と考えます。当初４銘柄のマーケットメイクをスタートしました。対象銘柄につきまし
ては順次、拡大していきます。

株式投資信託の「特定口座」受入

イー・トレード証券㈱のサービスのご案内

「債券宝くじサービス（愛称：億万長者物語）」を開始

イー・トレード証券㈱では、2004年９月１日より「債券宝くじサービス（愛称：億万
長者物語）」を開始いたしました。「債券宝くじサービス（愛称：億万長者物語）」とは、
対象債券のご購入合計金額50万円毎に５枚（1,500円相当）の宝くじをもれなくプレゼ
ントするサービスです。本サービスは、個人向け国債、普通社債、外国債券を対象とし
ています。

イー・トレード証券㈱は、ITシステムを駆使して経営コストを抑えることで、業界最
低水準の株式委託手数料体系を実現し、個人投資家の取引コストを大幅に引き下げてき
ました。その結果、個人の株式委託売買代金におけるシェアは20.2％（2004年４月～９
月主要３市場（１・２部）とJASDAQ合算）まで拡大しております。債券につきまして
も、オンライン証券で初めて国債・外国債券を取り扱うなど、投資家の多様化するニー
ズに対応しています。

将来に対する年金不安やペイオフ解禁を控え、これまで以上に、債券に関心が集まり
つつあります。イー・トレード証券㈱では、インターネットを販売チャネルとすること
で低コストでの商品提供が可能なことから、債券の販売により証券会社にもたらされる
収益の大部分を「ジャンボ宝くじ」で還元し、更なる販売額の拡大を図っています。

イー・トレード証券㈱は、「債券宝くじサービス（愛称：億万長者物語）」を通じて、
楽しみながら投資ができる環境を提供することで、「貯蓄から投資へ」の流れを加速さ
せ、新しい投資家の証券市場への参加を推進してまいります。

また、当サービス開始を記念して、2005年２月15日までの間、対象債券を50万円以
上ご購入いただいた方の中から、抽選で10万円相当の商品をプレゼントする「債券Wチ
ャンスキャンペーン」を実施中です。

投資情報の拡充

イー・トレード証券㈱では、お客様の利便性の向上を目指し、継続的に投資情報の充
実を図っています。2004年７月には米国株の市況コメント、10月には金利為替動向を
拡充しました。米国株マーケットの市況情報は、デイリーコメント、個別株動向、週間
展望の３本を掲載し、米国株取引をされるお客様や、国内株取引の参考にされるお客様
に好評です。金利為替動向は、外貨建債券購入のための参考情報として多くのお客様に
ご活用いただいています。

2004年７月 ：マーケット情報に、米国株市況コメント「NY市況」「NY個別株動向」
「NY週間展望」を追加

10月 ：マーケット情報に、「金利為替動向」を追加
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会社概要

（平成16年９月30日現在）

社　　名 ソフトバンク・インベストメント株式会社

英文表記 SOFTBANK INVESTMENT CORPORATION

本　　社 〒105－0003 東京都港区西新橋一丁目10番２号

（注）平成16年12月18日から本店所在地を下記のとおり変更する予定であります。

新本店所在地　東京都港区六本木一丁目６番１号

事業内容 アセットマネジメント、ブローカレッジ＆インベストメントバンキング、

ファイナンシャル・サービスをコアビジネスとした総合金融サービス

設　　立 平成11年７月８日

資 本 金 85億4,243万7,229円

従業員数 1,358名（連結ベース）

役員構成 代 表 取 締 役 北　　尾　　吉　　孝執 行 役 員 C E O

代 表 取 締 役 澤　　田　　安 太 郎執行役員COO兼CFO

取 　 締 　 役 中　　川　　　　　隆執 　 行 　 役 　 員

取 　 締 　 役 佐　　藤　　康　　彦

常 勤 監 査 役 渡　　辺　　　　　進

監 　 査 　 役 伊　　永　　　　　功

監 　 査 　 役 平　　林　　謙　　一

監 　 査 　 役 島　　本　　龍 次 郎

イー・トレード証券㈱は、2004年９月より、取引所との接続を行うサーバーとして、
従来の約３倍強の処理能力をもつ高性能サーバーの稼動を開始しました。

この新サーバー「通称：Eagleサーバー（E*trade Access Gateway-server Linking for
stock Exchange system）」の導入により、寄付など注文が集中する時間帯においても、
単位あたりの処理件数は従来の５倍となり、より迅速に取引所に注文を出すことが可能
となります。2004年11月現在、東証及びJASDAQとの接続用サーバーにおいて対応、
順次、他市場との接続用サーバーを切り替えていきます。

イー・トレード証券㈱の本年10月末の口座数は472,770口座、2004年４月～９月期に
おける個人売買代金のシェアは20.2％と拡大を続けています。アクセス数にいたりまし
ては、１年前に比べ、約４倍に拡大しています。昨年７月にリナックスを基幹OSとし
たオンライントレーディングシステムを導入した結果、機動的にシステム増強が可能と
なり、現在では、百台を超えるサーバーが稼動しています。

オンライン証券取引では先行する米国において最大規模のE*TRADEの口座数は７月
末において351万口座と、国内のオンライン証券で最大の口座数をもつイー・トレード
証券㈱の7.5倍の規模です。オンライン証券の特長である、低コスト、豊富な情報、勧
誘を受けない自主的な取引が、一般の人々の証券市場への参加を促進しているものと考
えられ、引き続き、オンライン取引口座は拡大していくと予想されます。そのため、イ
ー・トレード証券では、12月には、現行のシステム構成一式を完全二重化することで、
キャパシティを更に倍増させることを計画しております。

大容量取引所接続用サーバーの導入について
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株式の状況

（平成16年９月30日現在）

会社が発行する株式の総数 9,064,000株

発行済株式総数 2,333,523.37株

株 主 数 74,546名

大 株 主

株　　　　　主　　　　　名 持 株 数 持株比率

株 ％
ソフトバンク・ファイナンス㈱ 1,089,965.68 46.71

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 112,671.00 4.82

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 101,615.00 4.35

北尾　吉孝 36,343.97 1.55

パーシングエルエルシーカストディエーシーエフビーオーイートレード 34,447.20 1.47

野村信託銀行㈱（投信口） 24,721.00 1.05

モルガンスタンレーアンドカンパニーインターナショナルリミテッド 16,617.00 0.71

決算期 …………………………毎年３月31日

定時株主総会 …………………毎年６月

基準日 …………………………毎年３月31日

利益配当金 ……………………利益配当を実施する場合は、毎年３月
31日現在の最終の株主名簿に記載ま
たは記録された株主もしくは登録質権
者および毎年３月31日現在の最終の
端株原簿に記載または記録された端株
主にお支払いたします。

中間配当金 ……………………中間配当を実施する場合は、取締役会
の決議により、毎年９月30日現在の
最終の株主名簿に記載または記録され
た株主もしくは登録質権者および毎年
９月30日現在の最終の端株原簿に記
載または記録された端株主にお支払い
たします。

名義書換代理人 ………………東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱所 …………………東京都江東区東砂七丁目10番11号

UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電話 0120 ─ 244 ─ 479

同取次所 ………………………UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

公告掲載新聞 …………………日本経済新聞

決算公告掲載URL ……………http://www.sbinvestment.co.jp/ir/notice/

株主メモ
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